
細谷・上戸祭地区 

Ⅰ 協議体の概要 

 名   称 細谷・上戸祭地域生活支援協議会 

 
設置年月日 

令和３年４月２９日 

（現体制：令和４年６月） 
開催頻度 １２回／年 

 構成団体（◎：事務局） 

 ○ 自 治 会 連 合 会 ◎ まちづくり協議会 ○ 民生委員児童委員協議会 ○ 地区社会福祉協議会 

 老人クラブ連合会 ○ 福祉協力員連絡会  健康づくり推進員会  第２層生活支援コーディネーター 

 
〇 市社会福祉協議会 ○ 地域包括支援センター  その他（             ） 

 設置方式 

 
〇 新規設置  既存会議活用（       ）  地域ケア会議活用 

 設置要綱・会則等の有無 有 ・ 無 

 設置までの経緯 

 時 期 内 容 

 
平成２８年～ 

地域ビジョン策定作業「未来につなげよう～プロジェクト」を通して，高齢者を支え

る地域づくりについて検討（平成３０年３月 地域ビジョン策定） 

 

平成３０年 ９月～

まちづくり協議会分野別専門委員会全体会議 

 → 地域ビジョンにおける専門委員会（健康福祉分野）において，「高齢者もい

きいきと暮らせるまちづくり」をテーマに，アクションプランを作成 

 

 令和２年 １月 

まちづくり協議会理事会 

→ 令和２年度にまちづくり協議会内に協議体設置に向けて準備組織を設置する

ことを決定 

 

     ８月 

介護予防等生活支援特別委員会を発足 

→ 地域ビジョンアクションプラン分野別実行委員会として，第２層協議体設置

に向けた検討を開始 

 
～令和３年 ３月 

地域包括ケアシステムや第２層協議体に係る勉強会 

→ 災害時要援護者支援制度，生活支援制度について取組の方向性を検討 

 
令和３年 ４月 

まちづくり協議会総会 

 → 「介護予防等生活支援特別委員会」を第２層協議体と位置付けた。 

 
令和４年 ６月 

災害時要援護者支援制度，生活支援制度の実施に向け，新組織を発足 

まちづくり協議会介護予防等生活支援特別委員会 ⇒ 生活支援協議会（独立） 

 協議体における検討内容（協議体で取り組んできたこと，議論してきたこと） 

 

地域情報の共有， 

課題やニーズの把握について 

・ 災害時要援護者支援制度の検討を通した見守り対象者の整理

・ 生活支援制度の構築に向けた検討・意見交換を通して地域の

高齢者の困り事の整理 

 

支え合い活動について 

（見守り活動，居場所づくり，生活支援ボランティア等）

・ 災害時要援護者名簿の更新 

・ 災害時要援護者支援制度の周知 

・ 生活支援制度（有償ボランティア）の実施 



 

Ⅱ 取組事例 

 【災害時要援護者支援制度を活用した見守り体制の強化】 

�

 【自治会回覧用チラシなど】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 効果（検討中の場合は，期待する効果） 

 ・ 名簿の更新作業を行ったことにより，高齢者の現状を改めて把握できた。 

・ 要支援者に対して平常時の見守りを行うことにより，地区全体の見守り体制の強化に繋がる。 

�

 【有償ボランティアの検討・実施】�

� 有償ボランティアの実施に向けた検討を行い，支援制度の運用基準やパンフレット，関連帳票等を作

成。令和４年９月よりボランティア活動を開始した。 

【支援制度周知パンフレット】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効果（検討中の場合は，期待する効果） 

・ 高齢者等の日常生活における困りごとに対する支援を行うことにより，地域ぐるみで助け合う意識

が生まれ，地域の繋がりを深めることができる。 

 

Ⅲ 協議体を設置して，良かったこと 

・ 具体的な地域課題に対応する組織体制とすることで，より実効性のある取組の創出に向けた検討ができ

た。 

Ⅳ 今後の方向性 

・ 災害時要援護者支援制度を活用した平常時の要支援者に対する見守りの運用 

・ 生活支援ボランティアの更なる充実に向けた検討 

◆ 対 象： ７５歳以上一人暮らし高齢者 

７５歳以上のみの世帯の方 

障がいのある方  

一人暮らしで，急な病気・事故などで支援を希望される方

◆ 内 容： 植木等の剪定・除草作業，大工作業，片付け作業， 

買い物代行，ゴミ出し，家庭菜園・花壇の作業， 

照明器具等の交換，話し相手など 

◆ 受 付： 各自治会 

◆ 料 金： １００～１，０００円 

（作業時間や自治会加入の有無による） 

※ ボランティアに対してはポイントを支給 

 災害時要援護者支援制度の

運用に向け，現状の名簿の整理

及び未登録者に向けた周知等

について検討を行った。自治会

回覧用チラシのほか，要支援者

向けパンフレットを作成・配

布。今後は，１年に１回，台帳

更新を行っていく予定。 

また，災害時要援護者の通常

時の見守り体制について検討

を行った。 
























